
加東市立鴨川小学校いじめ防止基本方針 

加東市立鴨川小学校 

１ 学校の方針 

本校は、「挑み続ける たくましい鴨川っ子の育成」を学校教育目標にあげている。学校は、社会

の担い手を育てる場所である。これからの社会は、ともに生きていくための人との関わり合いと、

困難に立ち向かい粘り強く続けていく姿勢が重要になってくる。また、小中一貫校の開校を視野に

入れ、義務教育９年間の学びを通して自立した子どもの育成を考えると、本校の役割は、自立の基

礎を培うことである。自立の基礎を「学力（知）」「生活力・社会性（徳）」「体力（体）」の３本の柱

と捉え、これらを併せもつたくましさを身につけた鴨川っ子を育てていく。そして、学校・家庭・

地域が連携・協働しながら「知りたい、考えたい、やってみたい」という挑み続ける子どもの学び

を支えていく。 

学校像は「ともに育ち伸び、成長を重ねる学校」「学ぶ楽しさが味わえる学び合う学校」「ふるさと

に学び、地域と共にある開かれた学校」である。この姿を目指し、我々教師集団は絶対にいじめを許

さない学校づくりを推進する。 

まずは、すべての児童が安心して学校生活を送り、有意義で充実した様々な活動に取り組むことが

できるよう「いじめ防止基本方針」を定め、日常の指導体制を整備する等いじめの未然防止に努めな

がら、いじめの早期発見に取り組むとともに、いじめを認知した場合は適切かつ迅速に解決を図る。 

２ 基本的考え方 

 本校は、「豊かな地域資産、極小規模・複式学級」という大きな特色があり、それゆえの利点と課題

の両面を併せもっている。利点を最大限に活かし、課題を工夫により克服することで、教育活動の活

性化を図るとともに、きめ細やかな児童理解と児童観察、家庭や地域との連携を行ってきている。そ

れらの情報を定期的に全職員の間で共有しながら、いじめについては、すべての教職員が、次に示す

いじめの定義を認知し、基本認識をもち取り組んでいく。 

【いじめの定義】 

 

 

 

 

 

 

【いじめの基本認識】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

このような認識のもと、児童間の好ましい人間関係を築き、豊かな心を育てる「いじめを生まない土壌

づくり」に取り組むため、以下の指導体制を構築し、いじめの防止等を包括的に推進する。 

・いじめはどの子どもにも、どの学校にも起こり得るものである。 

・いじめは人権侵害であり、人として決して許される行為ではない。 

・いじめは大人には気づきにくいところで行われることが多く発見しにくい。 

・いじめはいじめられる側にも問題があるという見方は間違っている。 

・いじめはその行為の態様により、暴力、恐喝、強要等の刑罰法規に抵触する。 

・いじめは教職員の児童観や指導の在り方が問われる問題である。 

・いじめは家庭教育の在り方に大きな関わりを持っている。 

・いじめは学校、家庭、地域社会などすべての関係者がそれぞれの役割を果たし、一体となっ 

て取り組むべき問題である。      

（『いじめ防止マニュアル』（兵庫県教育委員会）より） 

「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係に

ある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われる

ものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの」（『いじ

め防止対策推進法』第２条）とし、個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的・

形式的に行うことなく、いじめられた児童・生徒の立場に立って行う。 



３ いじめ防止等の指導体制 

いじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、小規模校の特色を生かし、管理職を含む全職員 

の共通理解を図る。いじめの疑いに関する情報を把握した場合やいじめを認知した場合は、情報の収

集と記録、情報の共有、いじめの事実確認を行い、迅速にいじめの解決に向けた組織的対応を別に定

める。 

心理等に関する専門的な知識を有する有識者、その他関係者により構成される日常の教育相談体

制、生徒指導体制などと連携する校内組織「鴨川小学校教育相談・いじめ防止対策委員会」を設置す

るとともに、連携する関係機関を別紙１に定める。                  別紙１ 

全体計画 

（1）活動分野、方針 

 ①いじめは、教職員や大人が気づきにくいところで行われ、見えにくいものであり、潜在化しやすい 

ものなので早期に発見するため次のような配慮をする。 

ア、担任・教科担当による日常観察  

イ、早期発見のためのチェックリストなどのアンケート調査      別紙２ チェックリスト 

ウ、年間１０日目、２０日目、３０日目の長期蓄積欠席報告 

 ②担任が発見したとき、子どもや保護者からの訴えがあったときは直ちに解決のため行動をとる。 

ア、発見者は、その日のうちに校長、教頭に概略を報告する。 

イ、必要なときは１日以内に会議を開き、方針を決め活動を開始する。 

（休み中は、できる限りの対応をする。） 

ウ、一週間以上たって改善がみられないときは、別途具体的方針をたてる。 

(2)  未然防止等の年間指導計画 

いじめ・不登校を防止する観点から、学校教育活動全体を通じて、いじめ・不登校の防止に資す

る多様な取組を体系的・計画的に行うため、包括的な取組の方針、いじめの防止のための取組、早

期発見の在り方、いじめへの対応に係る教職員の資質能力向上を図る校内研修など、年間の指導計

画を別に定める。                         別紙３ 年間指導計画 

 

４ 重大事態への対応 

(1)  重大事態とは 

いじめによる重大事態とは、「いじめにより児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた

疑いがあると認めるとき」で、いじめを受ける児童等の状況で判断する。たとえば、身体に重大な

傷害を負った場合、精神性の疾患を発症した場合などのケースが想定される。 

また、いじめによる不登校とは「いじめにより児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀な

くされている疑いがある場合と認めるとき」であるが、「相当の期間」については、不登校の定義

を踏まえ、年間３０日を目安とする。ただし、児童が一定期間、連続して欠席しているような場合

には、鴨川小学校教育相談・いじめ防止対策委員会の構成員で適切に調査し、校長が判断する。 

また、児童や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申し立てがあったときは、最終的

に校長が判断し、適切に対応する。 

(2)  重大事態への対応 

校長が重大事態と判断した場合、直ちに、市教育委員会に報告するとともに、校長がリーダー 

シップを発揮し、学校が主体となって、いじめ防止対策委員会に専門的知識及び経験を有する外

部の専門家である保護司、及び民生児童委員等を加えた組織で調査し、事態の解決にあたる。 

なお、事案によっては、市教育委員会が設置する重大事態調査のための組織に協力し、事態の

解決に向けて対応する。         別紙４ いじめが起こった場合の組織的対応の流れ 

 



５ その他の事項 

本校は「極小規模・複式学級・豊かな地域資産」という特色を活かしながら誰からも信頼される

学校をめざして、これまでも情報発信に努めてきた。いじめ防止等についても、地域とともに取り組

む必要があるため、策定した学校の基本方針については，学校のホームページなどで公開するととも

に、学校評議員会やＰＴＡ総会をはじめ、学校懇談会、家庭訪問などあらゆる機会を利用して保護者

や地域への情報発信に努める。 

また、いじめ防止等に実効性の高い取組を実施するため、学校の基本方針が、実情に即して効果的

に機能しているかについて、「教育相談・いじめ防止対策委員会」を中心に検討し、必要に応じて見

直していく。その際には、学校全体でいじめの防止等に取り組む観点から児童の意見を取り入れるな

ど、児童の主体的かつ積極的な参加が確保できるよう留意する。また、地域を巻き込んだ学校の基本

方針になるように、保護者等地域からの意見を積極的に聴取するように留意する。 


